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外国人患者の受入れに関する施策の動向
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～厚生労働省における外国人患者受入れ体制整備に
向けた取組について～



• インバウンドに関する現状及び政府方針等について

• 厚生労働省の取組について
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訪日外国人旅行者数の推移 ※出典：観光庁HP

出典：観光庁HP（訪日外国人旅行者数・出国日本人数）
https://www.mlit.go.jp/kankocho/tokei_hakusyo/shutsunyukokushasu.html
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在留外国人数の推移 ※出典：出入国在留管理庁HP 

出典：出入国在留管理庁HP（報道発表資料：令和５年末現在における在留外国人数について）
https://www.moj.go.jp/isa/publications/press/13_00040.html
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【抜粋】

２．インバウンド回復戦略

（８）インバウンド受入環境の整備 

③ 観光地等の外国人対応の推進

キ 外国人患者受入体制の充実

 全国各地において、感染症発生時も含め、医療機関が訪日外国人患者を受け入れることができる体制を整備する。

          具体的には、訪日外国人旅行者が安全・安心に旅行ができるよう訪日外国人患者の受入環境整備を進めるととも

に、多言語対応が可能な医療機関をとりまとめた「外国人患者を受け入れる医療機関の情報を取りまとめたリス

ト」を更に充実させ、日本政府観光局ウェブサイト等で多言語による情報発信をしていく。あわせて、訪日外国人

旅行者の民間医療保険加入率向上に向けた取組を行う。

サ 2025 年大阪・関西万博に向けた受入環境整備 

 大阪・関西万博に来場する訪日外国人旅行者の受入れに向け、CIQ体制の人的・物的な強化、会場内外における

多言語対応の強化やピクトグラム等外国人にわかりやすい表示の整備、無料公衆無線 LAN 等の社会全体のICT化を

推進する。また、大阪・関西万博関連イベントの全国各地での開催や、日本文化の魅力を発信する訪日プロモー

ションを推進することで、外国人来訪者を会場のみな らず関西地域、更には日本全国に誘客し、大阪・関西万博の

開催効果を日本全 体に波及させる。さらに、医療機関への外国人患者受入体制の整備、外国人来訪者への救急・防

災対応、熱中症等の関連情報に関する多言語発信、海外発行 クレジットカード等の決済環境の整備等を推進する。

インバウンドに関する政府方針について①

６

観光立国推進基本計画（第４次）（令和５年３月３１日閣議決定）

〇 観光はコロナ禍を経ても成長戦略の柱、地域活性化の切り札、国際相互理解・国際平和にも重要な役割。

〇 コロナによる変化やコロナ前からの課題を踏まえ、我が国の観光を持続可能な形で復活させる。

〇 大阪・関西万博も開催される２０２５年に向け、「持続可能な観光」「消費額拡大」「地方誘客促進」をキーワード

に、「持続可能な観光地域づくり」「インバウンド回復」「国内交流拡大」に戦略的に取り組み、全国津々浦々に観光

の恩恵を行きわたらせる。



経済財政運営と改革の基本方針2024（令和6年6月21日閣議決定） （抄）

（２）海外活力の取り込み

（国際連携と対内・対外直接投資等の推進） 

アジア諸国を始めとするインド太平洋地域における健康格差の是正や海外活力の取り込みを通じた我が国の医療・介護産業の成

長の観点を踏まえ、国際保健に戦略的に取り組む。ＷＨＯや世界銀行等の協力を得て人材育成・知見収集を行う世界的な拠点「Ｕ

ＨＣナレッジハブ」の日本への設置、ＥＲＩＡと連携した外国医療人材の育成、医療インバウンドを含む医療・介護の国際展開、

ワクチンアライアンス及びストップ結核パートナーシップへの貢献、気候変動に強靱かつ低炭素で持続可能な保健医療システムの

構築を目指した気候変動と健康に関する変革的行動のためのアライアンス（ＡＴＡＣＨ）の取組の促進、インパクト投資を始めと

する民間資金の呼び込み等を進める。

インバウンドに関する政府方針について②

新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2024年改訂版（令和6年6月21日閣議決定）(抄)

Ⅹ．個別分野の取組 

アジア諸国を始めとするインド太平洋地域における健康格差の是正や海外活力の取り込みを通じた我が国の医療・介護産業の成

長の観点を踏まえ、グローバルヘルス（国際保健、ユニバーサルヘルスカバレッジ）に戦略的に取り組む。

（中略）

また、来年開催されるパリ栄養サミットの機会も捉え、健康投資・栄養対策等の取組事例の普及の後押しを行うとともに、国際

機関等における日本企業からの医薬品・医療機器等の調達を促進することにより、医療インバウンドを含む国際展開及び国際貢献

を図る。

加えて、WHOや世界銀行等の協力を得て人材育成・知見収集を行う世界的な拠点「UHCナレッジハブ」の日本への設置、ERIA

と連携した外国医療人材の育成、ワクチンアライアンス及びストップ結核パートナーシップへの貢献を行う。また、気候変動に強

靱かつ低炭素で持続可能な保健医療システムの構築を目指した気候変動と健康に関する変革的行動のためのアライアンス

（ATACH）の取組を促進する。

４．グローバルヘルス（国際保健） 
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＜外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（令和５年度改訂）（令和５年６月９日外国人
材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定） ＞ （抄）

○ 電話通訳及び多言語翻訳システムの利用促進、外国人患者受入れに関するマニュアルの周知、

 都道府県内の多様な関係者が連携し地域固有の事情を共有・解決するための対策協議会の設

 置等を通じて、全ての居住圏において外国人患者が安心して受診できる体制の整備を進める。

○ 地域の外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関における医療通訳者や医療コーディネー

ターの配置、院内の多言語化に係る支援等を通じ、外国人患者受入れ環境の整備を進める。

○ 医療機関における多言語対応のため、外国人患者等の受益者の適切な費用負担の下、電話

通訳の利用促進を図り、全ての医療機関における外国語対応を推進する。通訳・翻訳に係る費

用を患者に請求できることを知らない医療機関もあることから、これらの費用を請求するこ

とも可能であることを引き続き周知する。

インバウンドに関する政府方針について③

＜訪日外国人に対する適切な医療等の確保に向けた総合対策」（平成30年６月14日、訪日外国人に

対する適切な医療等の確保に関するワーキンググループ） ＞ （抄）

○ 観光の振興に主体的に取り組む地域ごとの多様な関係者による情報共有と連携の仕組みの構

築に向けた支援

○ 基本的対応について整理したマニュアルの整備・周知

○ 医療コーディネーターの養成・医療関係者等の研修強化
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• インバウンドに関する政府方針等について

• 厚生労働省の取組について
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外国人患者受入環境整備に関する厚生労働省の取組

医療機関の整備 地域の受入体制強化

■ 外国人患者受入のための医療機関向けマニュアルの整備・

 公開

■ 外国人患者受入れに資する医療機関認証制度の推進

■ 医療通訳の質の向上

• 医療通訳育成カリキュラム・テキストの作成 等

■ 外国人患者受入れ医療コーディネーター養成研修の実施

■ 各地域の拠点的な医療機関（※）の整備

• 医療通訳者・外国人患者受入れ医療コーディネーターの配
置支援等

■ 多言語の診療申込書等の公開

• 12か国語（英・中・韓・ｽﾍﾟｲﾝ・ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ・ウクライナ・

ヒンディー、インドネシア、ネパール、タガログ、タイ、

ベトナム）で作成

■ 地方自治体のための外国人受入環境整備に関するマニュアル
の整備・公開

■ 地域の外国人患者受入体制等を協議する場の設置

• 各都道府県の課題の協議等を行う分野横断的な関係者による
協議会の設置・運用を支援

■ 医療機関向けのワンストップ相談窓口の設置

• 都道府県による医療機関向けの平日相談窓口の設置を支援

■ 夜間休日ワンストップ窓口の運営  

• 都道府県の平日相談窓口を補完するため、国において夜間・
休日に係る医療機関向けの相談窓口を設置

   ■ 希少言語に対応した遠隔通訳サービスの提供

■ 電話通訳の団体契約の利用促進

• 団体契約を通じ電話医療通訳の利用促進を図る

※ 各都道府県により「外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関」の選定。ホームページ等で情報提供。（JNTOサイトでは多言語でも検索可）

⚫政府が取りまとめた「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」（外国人材の受入れ・

共生に関する関係閣僚会議、平成30年12月25日）、「訪日外国人に対する適切な医療等の確

保に向けた総合対策」（訪日外国人に対する適切な医療等の確保に関するWG、平成30年6月

14日）を踏まえ、厚生労働省は外国人患者が安心して受診できる環境整備の支援を進めている。
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医療機関向けマニュアル

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000173230_00003.html

⚫平成30年度～令和３年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政
策科学推進研究事業））「外国人患者の受入環境整備に関する研究」において作成された
マニュアルを公開
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外国人患者受入れ医療コーディネーター養成研修
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外国人患者を受け入れる医療機関の情報を取りまとめたリスト

患者や医療機関等の利便性や行政サービス向上のために、外国人患者を受け入れる医療機関の情報を取りまとめ、全ての居住圏において

外国人患者が安心して受診できる体制を整備することを目的としています。

都道府県が地域の医療体制を考慮して選出した医療機関は｢外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関｣として、以下の２つの
カテゴリーを設け掲載されています。

• カテゴリー1：入院を要する救急患者に対応可能な医療機関（都道府県で１つ以上）

• カテゴリー2：診療所・歯科診療所も含む外国人患者を受け入れ可能な医療機関（二次医療圏に１つ以上）

１

２

外国人患者への診療に協力する意志がある医療機関のうち、都道府県により適格性があると判断された医療機関が掲載されます。
都道府県が不適格と判断した医療機関は掲載されません。

外国人患者を受け入れる適格な医療機関
（拠点的な医療機関としての選出はなし）

目的

外国人患者を受け入れる医療機関の情報を取りまとめたリスト（医療機関リスト）のポイント

外国人患者を受け入れる
拠点的な医療機関

医療機関リスト掲載の医療機関1), 2)

カテゴリー２

（診療所含む：二次医療圏に1つ以上）

カテゴリー1

（救急対応可能：都道府県で1つ以上） （要件）

⚫ 多言語対応の適格性ありと都道府県が判断
（要件）

⚫ 多言語対応の適格性ありと都道府県が判断

⚫ 地域の医療体制を考慮し都道府県が選出

脚注：
１）医療機関リストに掲載されていない医療機関における外国人患者の診療を妨げるもの・抑制するものではありません。
２）医療機関リストに掲載されている医療機関は、外国から診療目的で来日する外国人患者を受け入れる医療機関のリストではありません。

➢ 医療機関リストは、令和元年度から厚生労働省と観光庁が共同で取りまとめています。
   観光庁では日本政府観光局（ＪＮＴＯ）のＨＰにおいて多言語で公開しています。
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外国人患者受入れ医療機関認証制度（JMIP）
Japan Medical Service Accreditation for International Patients（H24.７～）

国際医療交流の観点から、外国人が安心・安全に医療機関を受診できる環境を整備するため、医療機関の申請に基づき第三者
機関（日本医療教育財団）が、外国人受入体制等について審査・認証する制度。

対 象 ： 日本医療機能評価機構、Joint Commission International（JCI）等による認証制度によって、医療施設
  機能が評価されている病院又は健診施設

審査方法 ： 書面調査と訪問調査を実施
 書面調査では、「現況調査票」、「自己評価票」及び「事前提出資料」を事前に提出。
 訪問調査では、合同面接や院内ラウンドを通じて、院内（施設内）の外国人受入れ体制を確認。
書面調査、訪問調査の結果をもとに、有識者からなる「認証審査会」において最終的な判定を行う。

評価項目 ： 外国人患者担当者（医師、看護、薬剤等各部門）の有無、日本語以外の言語による診療案内、
  外国人患者に配慮した対応方法（診療、看護、検査等）、各種宗教・習慣に配慮した対応方法、
  通訳を提供できる体制 等

第三者機関
（日本医療教育財団）

調査

審議

医療機関 申請

審査・認証
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外国人向け多言語説明資料

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryou/kokusai/setsumei-ml.html

⚫円滑な外国人患者の受入れを目的とした多言語ツールとして、診療申込書等52種類の資料
を12カ国語（英語・中国語・韓国語・ポルトガル語・スペイン語・ウクライナ語・ヒン
ディー語・インドネシア語・ネパール語・タガログ語・タイ語・ベトナム語）により作成
し、厚生労働省ホームページに掲載。

⚫利用者の用途に合わせた使い方ができるよう、編集可能なWord版（一部Excel版）を掲載。
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自治体向けマニュアル

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryou/newpage_00005.html

⚫平成30年度～令和２年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政
策科学推進研究事業））「外国人患者の受入環境整備に関する研究」において作成された
マニュアルを公開
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都道府県単位の医療・観光等連携ワンストップ対応に対する支援

協議の場

消 防（救急）

医療

観光

国際交流協会

多文化共生

行政

医療機関

医療通訳団体

行政

医師会・病院団体

観光協会

宿泊関連業者 行政

行政

海外の保険会社、出入国
在留管理局、大使館など
の手続きを確認したい！

手持ちの日本円がないらしく、未収金に
なってしまうのではないかと心配だ。

どうしたらいいだろう？

都道府県

都道府県窓口（平日・日中対応）

地域の実態把握や課題の協議・体制整備方針策定等

国窓口（夜間・休日対応）

委託

⚫都道府県に、地域の課題の協議等を行う業界分野横断的な関係者による協議会を設置し、
実態の把握・分析や受入医療機関の整備方針の協議、リスト作成と関係者への周知、地域
の課題の協議などを行う。

⚫都道府県に、医療機関等から寄せられる様々な相談に対応できるワンストップ窓口を設置。

補助先：都道府県 補助率：１／２

⚫都道府県に設置されるワンストップ窓口を補完するため、国において夜間・休日の対応を
行う窓口を設置（委託事業）
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医療機関における外国人対応に資する夜間・休日ワンストップ窓口
希少言語に対応した遠隔医療通訳サービス
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団体契約を通じた電話医療通訳の利用促進事業

⚫電話による医療通訳は、対面通訳と比べて、

   ①即時性がある、

②対応可能な地域が限定されない、

③対応可能な言語の幅が広い等の特徴がある

   など、利便性が高い部分もあるものの、医療機関における認知度はまだ十分でない。

⚫電話医療通訳の団体契約を通じ、その利便性に対する医療機関の認識を広めることで、
電話医療通訳の利用を促進する。

とりまとめ団体は以下を実施。

①電話医療通訳サービス
提供事業者との間で、
一括して電話医療通訳の利用に
係る契約を行う（団体契約）。

②管下の医療機関に対して
電話医療通訳に関する周知を
行い、サービスを利用したい
参画医療機関の募集等を行う。

③適宜、医療機関がトラブルなく
電話医療通訳を利用・運用できているか
フォローアップを行う。

④厚生労働省へ実績報告する。

事業内容

とりまとめ団体
電話医療通訳

サービス提供事業者

・電話回線による通訳

地方公共団体
病院団体
医師会等

電話医療通訳
サービスの周
知・浸透を図り、
外国人患者の医
療機関へのアク
セス向上を実現。

①団体契約

（とりまとめ団体管下の）
医療機関

厚生労働省

補助率：1/2
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ご視聴いただき、誠にありがとうございました

施策の詳細は当室HPを参照下さい

「厚生労働省 医療の国際展開」で検索

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryou/kokusai/index.html
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